
大分類 中分類

2011年
度

（能率課考課研
修係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

表彰関係例規・通達綴り（平成２
３年度）

人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2006年
度

（能率課考課研
修係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

研修関係例規・通達綴り（平成１
８年度）

人事局能
率課長

2007年4月1日
20
年

2027年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2017年3月31日
延長期間：10年

2007年
度

（能率課考課研
修係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

研修関係例規・通達綴り（平成１
９年度）

人事局能
率課長

2008年4月1日
20
年

2028年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2018年3月31日
延長期間：10年

2008年
度

（能率課考課研
修係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

表彰関係例規・通達綴り（平成２
０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2009年
度

（能率課考課研
修係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

人事評価関係例規・通達綴り（平
成２１年度）

人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課考課研
修係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

人事評価関係例規・通達綴り（平
成２２年度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2008年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係 永年勤続者表彰（平成２０年度）
人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2009年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係 永年勤続者表彰（平成２1年度）
人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2009年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
調停委員表彰関係（平成２1年
度）

人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2009年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
補導受託者表彰関係（平成２1年
度）

人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係 永年勤続者表彰（平成２２年度）
人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
調停委員表彰関係（平成２２年
度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
補導受託者表彰関係（平成２２年
度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係 永年勤続者表彰（平成２３年度）
人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2011年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
調停委員表彰関係（平成２３年
度）

人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
補導受託者表彰関係（平成２３年
度）

人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2012年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係 永年勤続者表彰（平成２４年度）
人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2012年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
調停委員表彰関係（平成２４年
度）

人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2012年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
補導受託者表彰関係（平成２４年
度）

人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2009年
度

（能率課福祉
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

通達廃止（職員厚生経費等支出報
告書について）（平成２１年度）

人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課福祉
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

通達改正（セクシュアル・ハラス
メントの防止等に関する措置につ
いて）（平成２２年度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課福祉
係）人事事務

人事一般
災害支援関係綴り（平成２３年
度）

人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2017年3月31日
延長期間：5年

2010年
度

（能率課福祉
係）人事事務

人事一般
災害支援関係綴り（平成２２年
度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2016年3月31日
延長期間：5年

2005年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
則の制定改廃

裁判所職員倫理規則一部改正（平
成１７年度）

人事局能
率課長

2006年4月1日
30
年

2036年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2006年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
則の制定改廃

勤務時間に関する規則の一部改正
（平成１８年度）

人事局能
率課長

2007年4月1日
30
年

2037年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2004年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
６年）

人事局能
率課長

2005年4月1日
20
年

2025年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2015年3月31日
延長期間：10年

2005年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
７年度）

人事局能
率課長

2006年4月1日
20
年

2026年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2016年3月31日
延長期間：10年



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2006年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
８年度）

人事局能
率課長

2007年4月1日
20
年

2027年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2017年3月31日
延長期間：10年

2007年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規（平成１９年度）
人事局能
率課長

2008年4月1日
20
年

2028年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2018年3月31日
延長期間：10年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規（平成２０年度）
人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2009年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規（平成２１年度）
人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規（平成２２年度）
人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規（平成２３年度）
人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和２
３年～２５年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和２
６年～３０年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和３
１年～３４年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和３
４年～４１年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和４
２年～４５年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和４
６年～４８年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和４
９年～５３年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和５
４年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和５
５年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和５
６年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和５
７・５８年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和５
９・６０年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和６
１年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（昭和６
２年・６３年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成０
１・０２年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成０
５年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成０
９・１０年）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2009年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
１年分）（平成２１年度）

人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
２年）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
３年）

人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2002年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
４年）

人事局能
率課長

2003年4月1日
20
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2013年3月31日
延長期間：10年

2003年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規・通達綴り（平成１
５年）

人事局能
率課長

2004年4月1日
20
年

2024年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2014年3月31日
延長期間：10年

2010年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

国家公務員倫理法（平成２２年
度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2012年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

その他（人事
院規則等）

人事院規則の公布通知等（平成２
４年度）

人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2018年3月31日
延長期間：5年



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2010年
度

（能率課服務
係）その他

東日本大震災
関連

東日本大震災関連（平成２２年）
人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2016年3月31日
延長期間：5年

2011年
度

（能率課服務
係）その他

東日本大震災
関連

東日本大震災関連（平成２３年）
人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2017年3月31日
延長期間：5年

2004年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１６年度）
人事局能
率課長

2005年4月1日
20
年

2025年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2015年3月31日
延長期間：10年

2005年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１７年度）
人事局能
率課長

2006年4月1日
20
年

2026年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2016年3月31日
延長期間：10年

2006年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１８年度）
人事局能
率課長

2007年4月1日
20
年

2027年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2017年3月31日
延長期間：10年

2007年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１９年度）
人事局能
率課長

2008年4月1日
20
年

2028年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2018年3月31日
延長期間：10年

2008年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成２０年度分）
（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2009年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成２１年度）
人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成２２年度）
人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成２３年度）
人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2008年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（昭和３２～４５年
度分）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（昭和６３年度分）
（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2004年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成０５，０６年
度）

人事局能
率課長

2005年4月1日
20
年

2025年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2015年3月31日
延長期間：10年

2007年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成０７～０９年
度）

人事局能
率課長

2008年4月1日
20
年

2028年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2018年3月31日
延長期間：10年

2009年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１０，１１年
度）（平成２１年度）

人事局能
率課長

2010年4月1日
10
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１３年度）
人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2002年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１４年度）
人事局能
率課長

2003年4月1日
20
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2013年3月31日
延長期間：10年

2003年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１５年度）
人事局能
率課長

2004年4月1日
20
年

2024年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2014年3月31日
延長期間：10年

2008年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（昭和４６～４８年
度分）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2012年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成２４年度）
人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長



大分類 中分類

作成・
取得年
度等

分類
名称

（小分類）
作成・
取得者

司法行政文書ファイル管理簿（H25.3.31までに作成したファイル）

備考保存場所 管理者起算日

保
存
期
間

保存期間
満了日

保存媒体
の種別

2008年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（昭和４９～５４年
度分）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2008年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（昭和５５～６２年
度分）（平成２０年度）

人事局能
率課長

2009年4月1日
11
年

2020年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2019年3月31日
延長期間：1年

2002年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成０１～０４年
度）

人事局能
率課長

2003年4月1日
20
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

当初の保存期間満了
日：2013年3月31日
延長期間：10年

2010年
度

（能率課健康
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

健康関係例規（平成１２年度）
人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2010年
度

（能率課健康
係）その他

東日本大震災
関連

東日本大震災関連（平成２２年
度）

人事局能
率課長

2011年4月1日
10
年

2021年3月31日 紙 事務室
人事局能
率課長

2011年
度

（能率課健康
係）その他

東日本大震災
関連

東日本大震災関連（平成２３年
度）

人事局能
率課長

2012年4月1日
10
年

2022年3月31日 紙 事務室
人事局能
率課長

2012年
度

（能率課考課研
修係）人事事務

栄典関係
永年勤続者表彰（平成２４年度）
（２）

人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長

2012年
度

（能率課服務
係）条約・法
令・通達の制定
改廃

最高裁判所規
程・通達の制
定改廃

服務関係例規（平成２４年度）
（２）

人事局能
率課長

2013年4月1日
10
年

2023年3月31日 電子・紙 事務室
人事局能
率課長


